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公募型プロポーザル方式に係る手続開始の
公示（建築のためのサービスその他の技術
的サービス（建設工事を除く））

次のとおり技術提案書の提出を招請します。
平成 29 年１月 17 日
支出負担行為担当官
中部地方整備局 副局長 守屋 正平

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 23
〇第 24 号
１ 業務の概要
１）品目分類番号 42
２）業務名 平成29年度名古屋港新土砂処分場
漁業影響予測評価業務
３）業務内容 本業務は、名古屋港の新土砂処
分場整備に伴う漁業生物への影響評価を行う
ため、学識経験者の指導、助言を踏まえて検
討を行うものである。
なお、本業務は技術提案の提出を求め、技
術的に最適な者を特定するプロポーザル方式
の対象業務である。また、具体的な実施方法
については、プロポーザル方式に基づく手続
きにおいて提出された技術提案の内容を受け
て実施するものとする。
４）本業務において技術提案を求める特定テー
マは、以下に示す事項とする。
 影響緩和方策の検討に際して、構造物に
おける生物共生効果に関する考え方と考慮
すべき事項
 漁業種類別に影響評価を取りまとめるに
あたって、一般市民等への理解の促進に資
する資料作成に係る着眼点と具体的な手法

５）履行期間 契約締結日から平成29年12月26
日まで
６）本業務は提出資料、見積を原則として電子
入札システムで行う対象業務である。なお、
例外的に電子入札システムによりがたいもの
は、発注者の承諾を得て紙入札方式に代える
ことが出来る。
７）本業務は、技術提案書の特定を通知された
者に対し、見積参考資料（金抜き設計書）を
開示する業務である。

２ 技術提案書の提出者として選定されるために
必要な要件
技術提案書の提出者は、以下に示す参加表明
者に関する要件及び業務実績等に関する要件を
満たす全ての者を選定する。
１）参加表明者に関する要件
 技術提案書の提出者は、次のに揚げる
資格を満たしている単体企業又はに揚げ
る資格を満たしている設計共同体であるこ
と。
 単体企業
ａ．予算決算及び会計令（昭和22年勅令
第165号）第70条及び71条の規定に該
当しない者であること。
ｂ．中部地方整備局（港湾空港関係）に
おける平成27・28年度「建設コンサル
タント等」業務に係る一般競争（指名
競争）参加資格Ａ等級の決定を受けて
いること。
また、中部地方整備局（港湾空港関
係）における平成29・30年度「建設コ
ンサルタント等」業務に係る一般競争
（指名競争）参加資格確認の申請を行
い受理されている者であること。
なお、契約の相手方となるためには、
技術提案書の特定通知日において「建
設コンサルタント等」業務に係る一般
競争（指名競争）参加資格Ａ等級の決
定を受けていることを条件とする。
ｃ．会社更生法に基づき更生手続開始の
申立てがなされている者又は民事再生
法に基づき再生手続開始の申立てがな
されている者でないこと。（手続開始の
決定を受けている者を除く。）
ｄ．中部地方整備局長から、指名停止等
の措置要領（昭和59年３月31日付け港
管第927号）に基づく指名停止を受け
ている期間中でないこと。
ｅ．警察当局から、暴力団員が実質的に
経営を支配する建設業者又はこれに準
ずるものとして、国土交通省が行う公
共事業等から排除要請があり、当該状
態が継続している者でないこと。

 設計共同体 に掲げる条件を満たし
ている者により構成される設計共同体で
あって、「競争参加者の資格に関する公

示」（平成29年１月17日付中部地方整備局
副局長）に示すところにより中部地方整
備局副局長から本業務に係る設計共同体
としての競争参加者の資格（以下「設計
共同体としての資格」という。）の決定を
受けていること。
また、上記に掲げる設計共同体として
の資格の決定を受けていない者も参加表
明書を提出することができるが、その者
が技術提案書の提出者として選定され、
技術提案書を提出し、特定されるために
は、技術提案書の特定通知日において当
該資格の決定を受けていなければならな
い。

 技術提案書を提出しようとする者の間に
以下の基準のいずれかに該当する関係がな
いこと。
 資本関係 次のいずれかに該当する二
社の場合。ただし、子会社又は子会社の
一方が更生会社又は再生手続が存続中の
会社である場合は除く。
 親会社と子会社の関係にある場合
 親会社を同じくする子会社同士の関
係にある場合

 人的関係 次のいずれかに該当する二
社の場合。ただし、については、会社
の一方が更生会社又は再生手続が存続中
の会社である場合は除く。
 一方の会社の役員が、他方の会社の
役員を現に兼ねている場合
 一方の会社の役員が、他方の会社の
管財人を現に兼ねている場合

ハ）ＲＣＣＭ（河川、砂防及び海岸・海
洋、建設環境、水産土木）（港湾関係の
実務経験が３年以上ある者とする）、
土木学会認定技術者（１級以上）、Ａ
ＰＥＣエンジニア（Civil、Structual、
Industrial、Environmental、Mecha‑
nical、Information、Bio）

ニ）発注者が上記ハ）と同等の能力と経
験を有すると認めた者
※上記ニ）発注者が上記ハ）と同等の
能力と経験を有すると認めた者とは
以下に掲げる者とする。
ａ．関連分野の著述、論文、委員会
活動などの顕著な業務実績があ
り、総合評価審査委員会から適格
と認められた者

２）参加表明書に関する要件
 参加表明書の提出者に対する要件
 参加表明書を提出する者は、平成18年
度以降公示日までに完了した以下の何れ
かの「同種業務又は類似業務」実績を有
する者であること。なお、設計共同体の
場合は、代表者が「同種業務又は類似業
務」の実績を有さなければならない。ま
た、他の構成員は、本業務で実施を予定
している分担業務について、平成18年度
以降公示日までに完了した業務の実績を
有さなければならない。
・同種業務：海域における環境影響予測

に関する検討業務及び漁業
実態調査

※ただし、海域における環
境影響予測に関する検討
業務と漁業実態調査の実
績は別々の業務でも良
い。

・類似業務：海域における環境影響予測
に関する検討業務

 ただし、上記の実績が全地方整備局
の発注した業務（港湾空港関係に限る）
の場合は、請負業務成績評定表の評定点
が60点未満の場合は実績として認めな
い。

 配置予定技術者に対する要件
 配置予定管理技術者の資格に関する要
件 配置予定管理技術者については、以
下に揚げる資格等のいずれかを有するこ
と。
イ）技術士（総合技術監理部門：「建設
河川、砂防及び海岸・海洋、建設港
湾及び空港、建設建設環境、水産
漁業及び増養殖、水産水産土木、水
産水産水域環境」）、（建設部門：「河
川、砂防及び海岸・海洋、港湾及び空
港、建設環境」）、（水産部門：「漁業及
び増養殖、水産土木、水産水域環境」）
又は博士（工学、農学）の資格を有し
ている者
ロ）ＲＣＣＭ（港湾及び空港）（港湾関係
の実務経験が３年以上ある者とする）
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